
世界のインターネット情報流通総量（トラヒック総量）

は経済状況の良否によらず増大しており、日本国内の場

合、平成25年11月時点で、平均2.6 Tbps、直近の1年

間は年率35.6％で延び続けている（図2.1.1）。光ファイ

バ通信は商用導入されて30年ほど経つが、この間にト

ラヒック需要は1万倍以上に増大している。更に伸び続

けるモンスターのようなトラヒックに対してどう対処す

るのか、またネットワークの仕組みは今のままで果たし

てよいのか、は大きな課題である。

本稿では社会経済を持続的に支える超高速・大容量で

効率的なネットワークインフラの研究開発に取り組んで

きた道程を ICT ハードウェア技術、光交換・光伝送シ

ステム技術、さらにネットワークアーキテクチャ技術の

観点から振り返り概観する（図2.1.2）。

2. 1. 1 ICT ハードウェア技術

（1）	光変復調技術

光ファイバを使えば、遠くまで光にのせた情報を伝え

ることができる。人間同士が会話する時に音の高さ、強

さ、長さを変化させて情報を伝えるように、光通信では、

光の振幅（強度）と、周波数（色）、位相（タイミング）の

いずれかを変化させて情報を送っている。このように情

報伝送のために光を変化させることを光変調と呼ぶ。最

も簡単な光変調は、光の「ある」、「ない」の2通りでデジ

タル信号を送るオンオフキーイング（OOK） である。よ

り多くの情報を送るために、様々な変調方式が研究され

ている。 

NICT では、光パケットシステムへの適用を目指

し、平成15年度に光周波数のみを変化させて情報伝送

を行う周波数シフトキーイング（FSK）変調器を開発し

た。10 GbpsFSK 信号の95 km 伝送に成功し、平成16

年度には周波数効率を2倍以上に改良し、技術移転の結

果、製品化に成功した（図2.1.3）。さらに、平成17年度

には FSK 方式で変調された光信号を、位相を切り替え

ることで情報を伝送する位相シフトキーイング（PSK）

方式で変調された光信号への直接変換に成功した。また、

光通信システム、計測システムでの利用が期待できる技

術として、光の強度の比率（消光比）が100万を超える世

界最高の光強度制御性能をもつ高速光変調器を実現した。

平成18年度には、FSK 変調器の技術を更に高度化

し、1度に2ビットの情報を送る差動4相位相変調方式

（DQPSK）で100 Gbps を超える信号を発生し2,000 km

伝送に成功、当時の世界記録25.6 Tbps、周波数利用

効率3.2 bps/Hz も達成した。さらに平成19年度には、

1度に4ビットの情報を送る16直交振幅変調（QAM）を

可能とする集積光変調器（図2.1.4）を実現し、世界最高

速度50 Gbps（12.5 Gbaud）を達成した。平成24年度に

は、光・電気ハイブリッド信号合成による60 Gbps の

64 QAM 生成にも成功した。従来から様々な変調方式が

利用されている無線分野と異なり、光の周波数は携帯電

話の周波数と比べ10万倍高く、複雑な変調方式は困難

であったが、この課題は克服されつつある。

図2.1.1 日本のトラヒック推移

図2.1.2 光ネットワークを支える技術
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消光比1,000万以上に改良した変調器のすぐれた技術

を利用し、平成22年度には、大学共同利用機関法人自

然科学研究機構国立天文台と共同で信号の乱れが30万

年に1秒以下の世界最高性能の基準信号発生装置を開発、

100 GHz を超える高速信号の長距離伝送を実現した。こ

の基準信号発生装置は、日米欧の国際協力で建設された

ALMA電波望遠鏡の基準信号源として利用されている。

ALMA電波望遠鏡は、最大18.5 km 離れた66台のアンテ

ナを連動させ天体観測する。それぞれのアンテナの信号

のタイミングを正確に合わせるために基準信号が必要と

なる。基準光信号は光の強度を所定の周波数のミリ波信

号で変化させたもので、光ファイバにより効率よく各ア

ンテナまで送られる。各アンテナで基準光信号からミリ

波信号を取り出し、天体からの微弱信号の受信に利用す

る。その他、直径7 mのアンテナの形状を4.4 μm の精

度で測定するアンテナ形状計測などにも利用されている。

この基準信号発生技術に関しては、光信号を電気信号に

変換する光検出器の特性測定（図2.1.5）や、新たに利用

が広がりつつあるミリ波帯を利用するための電波測定な

どへの応用技術として開発を進めている。

（2）	量子ドットによる広帯域光源

光通信では、低コストかつ製造エネルギーが少ない小

型で高性能な光通信用レーザを量産する技術が必要であ

る。NICT では、ナノテクノロジーのひとつである量子

ドット作製技術を用いて光通信用レーザの製造技術につ

いて研究を行っている。また、光ファイバは伝送ロスの

最も低いCバンドを中心とした帯域が利用されており、

大容量化と光周波数利用の効率化のための様々な技術革

新が進められているが、根本的に、このCバンドでは

およそ5 THz 程度の帯域しか確保できず、将来の更なる

光情報通信利用の拡大に伴う光周波数帯域の枯渇が懸念

されている。そこで、NICT では、Thousand バンド（T

バンド）と名付けた波長1.0 μm 帯と、十分活用されてい

ないOバンドの新たな光周波数帯域の利活用に注目し、

T、Oバンドに潜在する75 THz を超える非常に広い光

周波数資源を新たに開拓することで、将来の光ネット

ワークのチャネル数の大幅な増大に寄与できると考えて

いる（図2.1.6）。

広帯域化にとって、最も有効な革新技術は「ナノテク

ノロジー」で、NICT はその中の量子ドット技術につい

て最先端の研究を行っている。III-V 族化合物半導体結晶

の自己組織的手法を巧みに利用することで、図2.1.7（a）

に断面構造を示すような高さ数ナノメートルの島状構造

が量子ドットとして形成される。この量子ドットは、そ

の内部に電子や正孔を3次元的に強く閉じ込められるこ

とから高効率発光が期待され、さらに原子レベルでのサ

図2.1.3 FSK 変調器

図2.1.4 16QAM変調器

図2.1.5 光検出器の特性測定器

図2.1.6 光通信で割り振られたバンド名と光周波数（波長）
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イズ制御により発光波長域の広帯域化が可能な新材料と

なる。NICT では、この高品質化新技術として「サブナ

ノ層間分離技術（図2.1.7（b））」を提案している。

アンチモン系半導体量子ドットによる1.3 μm 帯で動

作するレーザダイオードを平成15年度に作製し、その

室温発振に世界で初めて成功し、高性能な光通信用半導

体レーザを安価に作成できる可能性を示した。翌年には

その成果を半導体表面から垂直に光を発する面発光レー

ザに適用した。

平成21年度には、1本の光ファイバで T、C及び Lバ

ンドを含む広帯域光信号が伝送できるように最適化され

た光源を開発し、低損失広帯域微細構造光ファイバを用

いた超広帯域伝送システムの伝送実験に成功した。平

成22年には、NICT 独自のサブナノ層間分離技術により

世界最高300層の半導体量子ドットの積層（図2.1.8）に

成功、この技術を用い半導体量子ドットレーザを試作

し、1.55 μm 帯でのレーザ発振に成功した。本技術によ

り温度調整不要な光通信用量子ドットレーザが実現され、

ネットワークの低消費電力化に貢献できる。さらに、平

成23年度には、1.0～ 1.3 μm 帯で動作し、現在の光通信

波長帯の約10倍の光周波数資源（約70 THz）を利用でき

る量子ドット光源の開発に成功した。また、超広帯域光

伝搬特性のフォトニック結晶ファイバを組み合わせた高

速データ伝送サブシステムを構築し、エラーフリー光伝

送にも成功した。

（3）	光ファイバ無線技術

スマートフォンの爆発的普及で、いつでもインターネッ

トに繋がることができるようになったが、トンネルや地

下街、山間部、高層ビル上層階など、電波が「入りづらい」

場所（電波不感地帯）も未だに多くある。電波不感地帯へ

電波を送り届ける際、電気・光変換器で電波の情報を光

信号に変換し、極めて減衰の小さい光ファイバを用いて

その光信号を送り、送り届けた先の光・電気変換器で元

の電波に戻す「光ファイバ無線技術」が開発されてきた。

大容量のデータをやりとりする高速データ通信には光

ファイバ通信が適しているが、持ち運びなどを考えると

無線通信が便利である。しかし、無線通信は利用可能な

帯域が限られ、伝送速度の飛躍的な高速化は望めず、新

たな周波数帯域での高速無線伝送技術が必要とされて

いる。そこでNICT では、高速伝送に適しているものの、

発生させることが難しいミリ波帯の電波にデータをのせ

る研究も行っている。

光ファイバ無線技術による、光でミリ波信号を作り

出す技術と多値変調技術16 QAMを組み合わせることで、

電気的な技術では難しいミリ波で高速無線信号の生成に

成功（図2.1.9）し、平成23年度にはミリ波帯の電波で当

時の世界記録40 Gbpsの無線伝送に成功した。平成25年

度には更に高速化し80 Gbps無線伝送に成功し、記録を

更新した。

光ファイバ無線技術は一部既に実用化されているが、

更なる普及のために、国際電気通信連合（ITU-T）や国際

図2.1.8 世界最高密度量子ドット（300層の最上層）

図2.1.7 高密度・高品質半導体量子ドット技術
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電気標準会議（IEC）、IEEE において標準化が進んでお

り、NICT でも光ファイバ無線システムの適用や信号品

質の評価手法について提案を行っている。また、光ファ

イバ無線技術を発展させ、地震などで光ファイバが切断

された時に、切断部分を高速な無線機に接続することで

光ファイバの代替として使うなど、光通信のバックアッ

プとして使う研究（図2.1.10）も行っている。

2. 1. 2 光交換・光伝送システム技術

（1）	光パケットスイッチ

近年、通信トラヒックは増大し続け、それに伴い通信

機器の消費電力も増加の一途をたどっており、ネット

ワークの大容量化と低消費電力化が重要な課題となって

いる。しかし、現在のネットワークの中継装置であるルー

タでは、光ファイバで伝送された光信号を一旦電気信号

に変換し、転送処理を行い、再度光信号に変換して光ファ

イバで伝送されている。そのため、処理量の増大に伴っ

て大規模化する中継装置の消費電力の増大が懸念されて

いる。NICT では、大容量・省電力な光信号のまま交換

処理を行う光パケットスイッチの研究開発を進めている

（図2.1.11）。

平成14年度に光バッファを備え、パケットの宛先を光

処理で求める世界初の光パケットスイッチプロトタイプ

の開発に成功した。主要諸元は光パケットスイッチ規模

2入力2出力、回線速度10 Gbps、バッファ数2などであっ

た。さらに、世界最高の1ポートあたり40 Gbps の入出力

速度の光パケット転送実験に成功し、平成15年3月の光

通信に関する世界最大の国際会議 OFC2003にて動態展示

を行った。平成16年度には、100ピコ秒以下の高速応答

可能な光パケット受信器と、40 Gbps の速度でパケット

ネットワークの特性を評価できるパケットビット誤り率

測定器を開発し、ECOC2004にて光パケット送受信と特

性評価の動態展示を行った。ECOC は、OFC と双璧をな

す光通信分野で最も重要な国際会議の1つである。

平成17年度には、光のまま160 Gbps の速度で高速転

送を実現した（図2.1.12）。このプロトタイプは、光処

理によりパケットの宛先を1.24ナノ秒（毎秒8億パケッ

図2.1.9 高速無線信号生成

図2.1.10 光ファイバと親和性の高い臨時設営高速無線

図2.1.11 光技術で省電力化

図2.1.12 進化し続ける光パケットスイッチプロトタイプ
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ト処理相当）で検索する機能をもち、異なるポートから

同時に入力される160 Gbps の光パケットの衝突回避を

可能にする光バッファを備えている。平成18年度には、

電気の10 Gbps イーサネットフレームと80 Gbps 信号の

光パケットの相互変換に成功し、光パケット交換ネット

ワークを高速インターネットと直接接続できるようにし

た。併せて、光パケットスイッチを介し100 km 伝送実

験を行い、パケット損失率10 -6以下を達成し、実データ

である3 D ハイビジョンビデオストリームの伝送実験に

も成功した。さらに光パケットスイッチプロトタイプを

年々改良し、平成22年度には、世界最高速度2.56 Tbps

の高速転送に成功した。毎秒1ビットあたりのスイッチ

ングに要する消費電力は電気処理のルータに比べ大幅に

少ない数百ピコ W/bps である。

（2）	光パケット・光パス統合ネットワーク

現在のインターネットで使用されているパケット交換

方式は、通信回線を多数のユーザが共有するため、ベス

トエフォートで回線利用効率を高めている。一方で従来

型の電話網などで利用されているパス（回線）交換方式

は、ユーザが通信回線を占有するため、通信サービス

の品質を確保できる。NICT は、これら両方式を採用し、

多様な通信サービスの提供を可能とする「光パケット・

光パス統合ネットワーク」の研究開発を行っている。光

パケット・光パス統合ネットワークは、光パケット交換

用と光回線交換用それぞれに別の波長帯域を割当て、波

長多重技術により両方式を共存させている。これらの交

換方式に割り当てる波長帯域の幅をトラヒックの状況や

ユーザの要求に応じて変えることで、波長資源を効率的

に利用する（図2.1.13）。

平成22年度には、NICT の光パケット交換と光回線交

換方式を統一的に制御する部分を実装し、世界で初め

て本格的な光パケット・光パス統合ネットワークを構成

するノードプロトタイプを開発した。翌平成23年には、

安定性と操作性に優れた「光パケット・光パス統合ノー

ド装置」の開発に成功した（図2.1.14）。本装置は、デバ

イスの安定化と集積化により、従来比半分以下の筐体サ

イズを実現した。必須な要素技術として偏波無依存の光

スイッチ、利得変動抑圧光増幅器を開発して実装するこ

とにより、従来のプロトタイプでは安定動作しなかっ

た、偏波や強度が変動するような実際の環境において

も、信号の0、1を正しく判別し、常時パケット誤り率

10 -4以下という ITU-T 勧告の厳しい基準を十分に満たし

た通信品質の維持を実現した。また、本装置の光パス部

には、ITU-T で規定される通信規格 OTN の光送受信ト

ランスポンダがあるが、この規格は、NICT を含む日本

の産学官が連携し、標準化に寄与した成果（平成18年度、

ITU-T G.Sup43）である。

平成23年度に幕張メッセで開催された Interop Tokyo 

2011にて、本装置2台を光ファイバ50 km で環状に接

続したリングネットワークを構築し、遠隔地から NICT

のテストベッドネットワーク JGN-X のイーサネット回

線を経由して送られてきた4 K（4,096×2,160画素）やハ

イビジョン（1,920×1,080画素）などの高精細映像転送、

双方向 TV 会議システム、高速データ転送などの動態展

示にも成功した。平成25年度には、インターネットに

繋がる NICT の実験ネットワークに本装置を組込んで、

研究室の職員が Web によるデータアクセスや電子メー

ルの送受信で利用し、実用性を確認している。

光パケット交換システムはインターネットの経路制御

とは別に、固有の ID を光パケットに付与し、その ID を

決め、ID の経路表を作成しているので、ネットワーク管

理が複雑になる問題があった。そこで、NICT は委託研究

先と共同で、平成24年度に125 Gbps の高速回線上で絶

図2.1.13 波長資源の柔軟な境界線制御

図2.1.14 光パケット・光パス統合ノード装置
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え間なく伝送されるパケットをすべて検索できる速さを

備え、かつ、ルータで用いられる既存の LSI （TCAM） 技

術と比べて1 /20の消費電力となる高速・省電力検索 LSI

を開発した。平成25年度には、その LSI を用いた宛先検

索結果をもとに光スイッチを制御する電子回路を開発し、

インターネットの IP アドレスをもとに宛先検索する仕組

みを実装した光パケットヘッダ処理装置（図2.1.15）を試

作し、光パケット交換実験に成功した。

（3）	光伝送技術

光通信の黎明期には、時分割多重方式（OTDM）によっ

て、通信速度の向上の可能性が検討された。その後、複

数の波長の光信号を1本の光ファイバで同時に送受信する

波長分割多重方式（WDM）の出現と、複数の波長チャネ

ルを同時に増幅する光増幅器の実用化によって、1本の光

ファイバあたりの伝送容量は一気に増大した（図2.1.16）。

その増大にもかかわらず、瞬く間に光ファイバの既知

の利用可能帯域は使い尽くされ、新たな波長資源の探索

や周波数利用効率の向上が研究開発上の喫緊の課題と思

われた。ところが、波長チャネルの増設や周波数利用効

率の向上のために光信号のパワーを増加させると、波形

歪み（非線形光学効果）やファイバ焼損（ファイバフュー

ズ現象）を引き起こしてしまうことが明らかになった。

光ファイバ1本当たりの伝送容量の大幅な拡大を期待す

ることができず、物理的な限界に突き当たった。

この新たな律速要因に従い、2008年に NICT 主導で

産学官連携の EXAT 研究会（光通信インフラの飛躍的な

高度化に関する研究会）が発足し、既存の技術の範囲内

で光ファイバネットワークを増設して対応するか、ある

いは光通信システムをインフラから抜本的に見直すか

の議論が始まった。現在使われている標準型光ファイ

バ（SSMF）は実用化から30年が経過し、実用システム

としては不動の位置を占めている。EXAT 研究会ではそ

こに敢えて挑戦し、新たな多重化の軸として空間の利

用、即ち空間分割多重方式（SDM）について本格的に取

り組むことが重要であるとの結論が得られた。NICT で

は、初歩的な試作や概念設計のみで半ば忘れられていた

1本の光ファイバに複数の通路（コア）をもつマルチコア

ファイバに注目し、研究を進めた。

平成22年度には、光ファイバ1本に7つの通路（コア）

をもつ「7コアファイバ」と、「既存の光ファイバと7コア

ファイバを接続する7コア同時空間結合装置」を開発し、

109 Tbps、16.8 km の伝送実験に成功した。1本の光ファ

イバの物理的限界と予測されていた100 Tbps をマルチ

コア化で突破した世界記録で、マルチコアファイバの有

効性を明確に示した。翌平成23年度には、「19コアファ

イバ（図2.1.17）」と「7から19のコア可変の空間結合装置」

を開発し、世界記録を更新し305 Tbps の伝送実験に成

功した。数十 μm 間隔の19本ものコアで伝送品質を保ち、

それぞれのコアが独立に既存の光ファイバと結合するこ

とは、これまでに実現できないと考えられていたので、

論文を発表した OFC2012で大きなインパクトを与えた。

さらに、平成25年度には、世界で初めて19コア一括

光増幅器の開発に成功し、増幅後の信号光が反射して再

び増幅器に入射することを防ぐ一括アイソレータも実現

した。これまでマルチコアファイバの長距離伝送に必要

図2.1.15 光パケットヘッダ処理装置

図2.1.16 光ファイバの伝送容量の推移
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な光増幅器は、コア数分だけ必要とする方式が研究され

ていたが、1台で済む19コア一括増幅器による1,000 km

超の光伝送実験に世界で初めて成功した。

2. 1. 3 ネットワークアーキテクチャ技術

NICT では、光ネットワークとそれにアクセスする端

末を繋ぐネットワークとの融合を図り、通信データの集

中による過負荷や機器故障等によるネットワークの通信

障害等に備え、複数の通信経路を設けるマルチホーム

ネットワーク構成と管理の簡素化自動化、異種通信のサ

ポートにより、信頼性を向上するネットワークアーキテ

クチャ技術の研究開発を進めている。

（1）	ID・ロケータ分離機構

現在のインターネットでは、IP アドレスを端末など

の識別子（ID）とネットワーク内での端末の位置情報（ロ

ケータ）として利用している。1つの IP アドレスを ID

とロケータの両方に使用することは、異種プロトコル間

通信、移動通信、マルチホーム接続、セキュリティ、経

路制御の拡張などで不都合が生じる。例えば、端末がネッ

トワークを移動した場合、端末の ID とロケータを兼ね

る IP アドレスが変更され、移動前の IP アドレスを識別

子としていた進行中の通信が切れてしまう。NICT では、

平成18年度にこれらの問題を解決するために、ID とロ

ケータを分離するアーキテクチャ HIMALIS の研究を開

始した（図2.1.18）。

HIMALIS は、端末の識別子として ID、位置情報はロケー

タを使用する。端末とホスト（サーバ）間では ID を利用し

た通信を、中継のネットワーク機器においては、ロケー

タを使用して通信を行うことで、異種プロトコル間通信

や途切れない移動通信などを実現する。ID とロケータの

マッピングを行うために、DNR、HNR、HGW を配備す

る。HGW は、ID とロケータのマッピング以外にプロト

コル変換やネットワーク移動、端末認証にも利用される。

図2.1.19に HIMALIS アーキテクチャの主要な構成を示す。

平成19年度に基本機能評価システムの構築に着手し、

その後研究開発を進め、平成24年度までに NICT のテ

ストベッド JGN-X 上でネットワークアクセス機能、端

末間通信、マルチホーム接続時に複数の経路から適切

な経路を選択できる機能等を実装した。平成25年度に

は、安全で切れにくい移動型無線ネットワークを構築し、

IPv4の WiFi アクセスポイントから別の IPv4や IPv6の

WiFi アクセスポイントへ端末が移動する際に、パケッ

図2.1.18 ID・ロケータ分離機構イメージ

図2.1.19 HIMALIS アーキテクチャ構成要素

図2.1.17 19コア光ファイバ断面
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ト損失がゼロで通信できることを確認した。

並行して ITU-T の SG-13において標準化活動を実施

した。NGN に関する勧告では、平成20年度に要求条件

と基本概念の Y.2015、平成23年度に機能定義の Y.2022、

IPv6の機能定義 Y.2057の勧告化に貢献した。新世代ネッ

トワークに関する勧告では、基本概念の Y.3031と ID と

ロケータのマッピング機能である Y.3032の勧告化を達

成した（表2.1.1）。

（2）	階層的・自動的にロケータを割り当てる機構

現在のインターネットにおいて、企業などの組織が

ネットワーク障害や災害などに備えて迂回経路を用意す

るには、それぞれ固有のアドレスの集合（アドレス空間）

を確保し、複数のインターネットサービスプロバイダ

（ISP）と接続し、経路情報を外部の ISP へ通知する必要

がある。そのように通知された経路情報は現在50万に

も及び、経路情報の発見に時間がかかり、迅速に迂回経

路へ切り替えることができなくなっている（図2.1.20）。

この問題を解決するために、以前から階層的にアドレス

を割り当てる手法の研究が行われているが、運用管理な

どの問題で実現されていない。

そこで、NICT では平成21年度から、これまでアド

レスと呼ばれていたインターネットにおける位置情報

を、ロケータとして再定義し、ネットワークの接続状況

に合わせた階層的なロケータを自動で割り当てる機構 

HANA の研究を開始した。

HANA では、ISP などの上流のネットワークからロ

ケータの上位部分を切り出し、ロケータの下位部分は企

業などの組織内で独自に階層構造を割り当てる。HANA

を利用すると、パソコンなどの端末だけでなく、ネット

ワーク管理者が手動で設定しているルータやサーバにも

階層構造のロケータを自動で割り当てるので、ネット

ワーク運用管理の手間を省くことが可能である。

組織が接続する ISP から切り出した階層的なロケー

タを使用すると、組織内の固有の経路情報が外部に通知

されなくなり、インターネットの経路情報が削減される。

さらに、組織が複数の ISP と接続すると、指定する宛

先ロケータによって異なる経路が利用できる。障害時に

は、利用する宛先ロケータを切り替えるだけで、迅速に

迂回経路へ切り替えることができる（図2.1.21）。

平成24年度には、JGN-X 上で HANA を使って広域

ネットワークの自動構築に成功した。自動構築された

広域ネットワークは、実験用の模擬データセンタ、IPv4、

IPv6ユーザ端末が利用できるネットワークから構成さ

れ、階層的なロケータを HANA で自動的に割り当てた。

その後、NICT の大規模インターネットシミュレータ

StarBED3 を利用し、インターネット規模における自動

割り当ての検証も行った。

さらに平成25年度には、企業内のネットワークやデー

タセンタなどで利用されている IP のデータ転送処理を

高速で行うハードウェア（レイヤ3スイッチ）に HANA

を実装した（図2.1.22）。このレイヤ3スイッチを利用す

表2.1.1 ID・ロケータ分離機構に関する標準化

図2.1.20 インターネット経路切替 図2.1.21 複数ロケータ割り当て時の経路切替
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ると、ネットワークのコアとなる1台のレイヤ3スイッ

チにロケータを設定するだけで、それ以外のすべてのレ

イヤ3スイッチやパソコンなどに自動でロケータが付与

される。

図2.1.22 HANA レイヤ3スイッチ
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